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商 号 �
本 社 �
�
�
�
�
設 立 �
資 本 金 �
代 表 者 �
事 業 内 容 �
事 業 所 �

南海プライウッド株式会社�
〒760-0067�
香川県高松市松福町一丁目15番10号�
電話　087（825）3615（代表）�
Eメール　np@nankaiplywood.co.jp�
http://www.nankaiplywood.co.jp�
昭和30年4月�
21億21百万円�
代表取締役社長　丸山　徹（まるやま  とおる）�
建築内装材の製造・販売�
志度工場�
　〒769-2101�
　香川県さぬき市志度5388番地�
物流センター�
　〒769-2314�
　香川県さぬき市造田乙井170番地1�
朝日新町保税倉庫�
　〒760-0064�
　香川県高松市朝日新町28番1号�

会社概要� （平成15年9月30日現在）�

　株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。�

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。�

　さて、第51期中間事業報告書（平成15年4月1日から平成

15年9月30日まで）をお届けするに当たり、一言ご挨拶を申し

上げます。�

　当中間期のわが国経済は、株価の上昇や企業業績の改善を

背景に多少の明るさは見えてきましたが、依然として雇用状況は

低迷し、個人消費も上昇せず、景気はデフレ経済のなか厳しい

状況で推移いたしました。�

　住宅業界におきましては、新設住宅着工戸数の低迷状態が

続くなか、住宅リフォーム市場への期待感から建材メーカー各社

がリフォーム製品の開発・販売に力を注ぎ一段と競争が激化い

たしました。�

　このような状況下、当社は、経営環境の変化に迅速に対応

できる経営機構に変えるため、執行役員制度を導入し業務執行

の強化を図りました。また、改正建築基準法が施行された事に

伴い、全製品を規制に適合した製品に切り替えております。さら

に、海外関連工場の指導を強化し、品質の安定した原材料なら

びに製品の輸入ができる体制の再構築を行なうなど、全社挙げ

ての品質改善に努めました。�

　景気は、若干の回復傾向を示し始めたとはいえ、まだまだ予

断を許さない状況で推移していくと思われます。�

　当社といたしましては、今後とも皆様のご期待に応えるべく、

一層の経営基盤の強化充実と収益向上に努力する所存であり

ます。�

　株主の皆様におかれましては、何卒ご支援ご鞭撻を賜わりま

すようお願い申しあげます。�

平成15年12月�
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■売上高の推移�

■経常利益の推移�
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　当社は、「経営ならびに製品の独自性と安定成長」を基本理

念に、変化する外部環境に対して柔軟に対応できる経営体制の

もと、メーカーの使命である製品の安定供給を続けていきます。そ

のために、原材料仕入先である東南アジアに重点をおき、現地

の子会社ならびに協力工場に対して技術的援助を行い、相互協

力のもとに長期的な友好関係を築き、質・量・価格面での安定的

な調達を実現していきます。また、市場ニーズを先取りし固有の

木材加工技術を駆使したオリジナル製品の開発により、顧客満

足度の高い住宅内装材メーカーを目指しております。�

　当社製品の販売に大きく影響をおよぼす新設住宅着工戸数は、

近い将来年間100万戸を割ることが予想されております。また一

方では、住宅のリフォーム事業が今後新たな市場として期待され

ております。このような状況をふまえて当社は、資材の調達、製品

の開発、販売先の開拓を進めていく所存であります。今後ますま

す激化する企業間競争を想定し、更なる製品のコストダウンを図

るため、東南アジアの子会社ならびに協力工場に対して技術指

導をおこない、資材の供給に加えて、製品の生産も国内工場と

同レベルで加工して日本に輸入できるよう生産体制の整備を行なっ

ていきます。また、国内工場においても生産効率と品質の安定を

追求し、安心して使用できる住宅内装材として顧客満足度の高

い製品を供給することにより、シェアの拡大ならびに収益の確保

を目指していく方針であります。�
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　利益配当につきましては、長期的な視野に立ち、将来の事業

展開と財務体質の強化を考慮し、内部留保とのバランスを考え

て安定的な配当を行うことを基本としております。�
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　当中間期のわが国経済は、株価等に若干の明るさは見えて

きましたが、改善の見られない雇用情勢やデフレ経済の長期化

により、景気は停滞状況から抜け出せず、前期に引き続き厳し

い状況で推移いたしました。こうしたなかで、新設住宅着工戸

数は低調のなか、住宅ローン減税の改正による駆け込み需要

の影響もあり、前年同期に比べ0.9％増の602千戸となりました。�

　このような状況下、当社の連結業績は、木材関連事業、電

線関連事業等ともに一段と競争が激化するなか売上目標達成

に向け懸命に努力いたしました結果、売上高は、65億53百万

円（前年同期比1.1％増）となりました。営業利益は、コストの

削減に努め、特に海外子会社の原価率改善に取り組みましたが、

13百万円の営業損失（前年同期営業損失64百万円）とな

りました。経常利益は、為替変動による為替差損を計上しまし

たが賃貸不動産による収入などにより52百万円（同経常損失

19百万円）となりました。中間純利益は、9百万円（同中間

純損失2億70百万円）となりました。�

■セグメント別の連結売上高構成�

■連結売上高の推移�

■連結子会社�
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新設住宅着工戸数�
天井材�
収納材�
その他製品�
その他�

木材関連事業�

電線関連事業等�

注）上記の連結売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を消去した後の�
　　金額にて表示しています。�

電線関連事業等�
11.2%

木材関連事業�
88.8%

その他�
0.1%

その他製品�
19.7%
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出資比率�資本金�社　　　名�

P.T NANKAI INDONESIA 250万USドル�

25万マレーシアン
リンギット �

1,000万円�

4,100万円�

4,500万円� 70%

100%

100%

100%

95%

SENTUHAMONI SDN.BHD

南海システム作業株式会社�

南海港運株式会社�

ナンリツ株式会社�

木材�
関連事業�

電線�
関連事業等�
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　新設住宅着工戸数の低迷による売上の減少を補い、拡大期

待感から、潜在需要の非常に大きな住宅のリフォーム市場が注

目され、建材メーカー各社がリフォーム製品の開発・販売に力を

注ぎ、熾烈な販売競争が繰り広げられております。当社もこのリ

フォーム需要に対応した製品の開発に取り組み、製品の品揃え

を充実させ、拡販に傾注いたしました。また、既存製品の品質改

善に努め、顧客満足度の向上による売上確保を目指した結果、

売上高は、2.3％前年同期を上回りました。製品分類別には、前

年同期に対し天井材は6.6％減少と未だ減少傾向に歯止めが

かかっておりませんが、収納材は0.5％減少となり、床材は拡販

効果により19.6％増加となりました。�

　利益面では、全社あげてのコストダウンに取り組むとともに滞

留在庫製品の販売・処分に努めました。改正建築基準法の施

行に伴う製品の切り替え生産により、期末在庫は期首在庫に

比べ増加いたしました。以上の結果、当セグメントの業績は、売

上高58億18百万円（前年同期比2.3％増）、営業損失3百万

円（前年同期営業損失43百万円）となりました。�

　公共建設投資や民間設備投資の一層の落ち込みによる企

業間競争の激化により、極めて厳しい状況で推移いたしましたが、

受注獲得のため、地域密着型の営業活動を積極的に展開し、

既存のお客様の深耕や新規のお客様の開拓を推進してまいり

ました。この結果、当セグメントの業績は、売上高7億34百万円（前

年同期比7.8％減）、営業損失8百万円（前年同期営業損失15

百万円）となりました。�

■新設住宅着工一戸当たりの木材関連事業の売上高推移�

（単位：円）�

51期中（15.9）�47期（12.3）�48期（13.3）�49期（14.3）�
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注）売上高は、外部顧客に対する売上高であります。�

　わが国経済は、株価の上昇ならびに経済指標による回復傾

向から景気は持ち直しに向けた動きが出てきておりますが、当期

は厳しい経営環境で推移するものと予想しております。�

　このような状況下、新設住宅着工戸数は低調に推移するなか、

木材関連事業、電線関連事業等ともに競争激化の厳しい状況

が続いていくと思われます。この状況に立ち向かい、販売戦略を

効率的に実行し目標数字の達成に全力を投入していきます。�

　通期では、連結売上高135億20百万円（前期比0.4％増）、

営業利益2億55百万円（同37.8％増）、経常利益3億45百万

円（同22.0％増）、当期純利益1億90百万円（前期当期純損

失1億14百万円）になるものと予想しております。�
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　当社は、住宅着工戸数の変動に業績が大きく左右される傾

向にあるため、住宅着工戸数の低迷下においても、外部環境に

左右されず安定的な収益が確保できるようシェアの拡大を目指

しており、住宅着工一戸当たりの販売金額増加を経営上のひと

つの指標としています。�

第51期中間事業報告書�

2,200



第51期中間事業報告書�

収納革命�
　表から見えない収納内部にはあまり手をかけず、使い
方はお施主様任せ。という考えは通用しなくなりました。�
　高いデザイン性を生かした見せる収納、居室ごとの
使用に合わせられるフリープラン収納、入居後もお施
主様で自由に組み替えできる可変収納。昨今、新発想
の収納が次々と開発、商品化されています。�

南海NewWave�
　このような業界の動きに当社も素早く対応し、デザイン性が
高く、付加価値のある収納材を展開しております。�
　その中の一つWallzet eV（ウォールゼット イブ）は、規格サイ
ズのボックスにお好みの収納パーツ、扉をチョイスして施工す
る新システム収納。組み込み施工以外に、間仕切りや、置き家
具としても使用できます。扉はアルミフレームを使ったシンプ
ルなデザインで、モダンにもカジュアルにもコーディネートが
可能です。�
　今までの南海商品には無かったスタイリッシュな収納材に
ご期待ください。�

News Release

商品のご紹介�

パーツセレクト収納�

WALLZET eV

ウォールゼット イブ�
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News Release

　高級感を漂わせるつややかな光沢と、ハイコーティング塗装による重厚感が特徴の「南海アートフロアー21　リブルシリーズ」
が、2004年1月より発売予定。�
　基材に高比重ボード複合合板を採用し、耐傷性が向上。今までにない耐摩耗性能に優れた床材を実現しました。また、熱耐久試
験でも優れた結果がでており、床暖房仕上げ材としても最適です。基材には、シックハウス症候群の原因となるホルムアルデヒド
の放散量が極めて少ないF☆☆☆☆複合3種フローリングを使用し、体の健康と安全に配慮しています。�
　さらに新しくホワイト色・ブラック色が加わり、豊富なカラーバリエーションで多彩なニーズにお応えできる画期的なフロアー
と言えます。�

新商品のご案内�

　当社の子会社としてインドネシアのスラバヤに工場を持っておりますPT．NANKAI INDONESIA（木材加工業）
において、このたびJAS認定を取得いたしました。�
　当子会社では、当社で原材料として使用する製材品と当社の収納材製品を生産しております。�
　改正建築基準法により規制が強化されましたホルムアルデヒド放散量の最上位基準をクリアーし、Ｆ☆☆☆☆（フォー・
スター）の製品への表示が可能となりました。�
　この取得により、国内生産製品と同じく海外生産製品もお客様に安心してご使用いただけます。�
�

海外子会社 ＪＡＳ認定 取得�



（単位：百万円）�

当中間連結会計年度�
（平成１５年９月３０日現在）�

前連結会計年度�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�
科目�

当中間連結会計年度�
（平成１５年９月３０日現在）�

前連結会計年度�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�
科目�

流 動 負 債�

支払手形及び買掛金�
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
未 払 法 人 税 等 �
未 払 消 費 税 等 �
賞 与 引 当 金 �
工場稼働停止損失引当金�
繰 越 ヘ ッ ジ 利 益 �
その他の流動負債�

固 定 負 債�

長 期 借 入 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
その他の固定負債�
負 債 合 計�

３，１２２�

１，３９２�
９７７�
２７３�
３３�
３７�
７９�
１７３�
９７�
５８�
６８３�
５６�
２６９�
８７�
２７０�
３，８０５�

４，４６０�

１，３０６�
１，２９６�
２７５�
１０４�
５２�
１２０�
１７７�
―�

１，１２６�
６７６�
４８�
２５０�
６１�
３１４�
５，１３６�

少数株主持分� ２０�

資　本　金�

資本剰余金�

利益剰余金�

その他有価証券評価差額金�

為替換算調整勘定�

自 己 株 式�

資 本 合 計�

負債、少数株主持分及び資本合計�

２，１２１�

１，８６５�

１１，５２８�

１２０�

△３５�
△３�

１５，５９６�

１９，４２３�

１８�

２，１２１�

１，８６５�

１１，４３６�

２２８�

△５７�
△４�

１５，５８９�

２０，７４４�

連結財務諸表�

流 動 資 産�

現 金 及 び 預 金 �

受取手形及び売掛金�

棚 卸 資 産 �

デリバティブ債権�

その他の流動資産�

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産�

有形固定資産�

建 物 及 び 構 築 物 �

機械装置及び運搬具�

工 具 器 具 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

長 期 貸 付 金 �

そ の 他 の 投 資 �

貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計�

６，７３３�

１，４２９�

２，４６３�

２，３７６�

９７�

３７０�

△４�

１２，６８９�

９，８８５�

２，９５２�

１，９６９�

１１３�

４，７６５�

８４�

２９５�

２，５０８�

６９２�

１５�

１，８４９�

△４９�

１９，４２３�

７，４９８�

７５１�

２，３０８�

２，７９１�

２７３�

１，３７４�

―�

１３，２４５�

９，８０６�

２，９２０�

１，８９４�

１０５�

４，７６５�

１２０�

３１８�

３，１２０�

８７３�

１３�

２，２７６�

△４３�

２０，７４４�
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注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�



（単位：百万円）� （単位：百万円）�

期別�
科目�

売 上 高 �

売 上 原 価 �
売 上 総 利 益 �

販売費及び一般管理費�
営業利益（△損失）�

営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用 �
経常利益（△損失）�

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

税金等調整前中間純利益（△損失）�
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
少 数 株 主 損 失 �
中間純利益（△損失）�

６，４８２�

４，７２２�
１，７６０�
１，８２５�

△６４�
８３�
３８�

△１９�
４�

３７３�

△３８８�
２２�

△１３４�
６�

△２７０�

６，５５３�

４，８２９�
１，７２３�
１，７３７�

△１３�
８７�
２２�
５２�
８�
１２�
４８�
１０４�

△６１�
４�
９�

当中間連結会計年度�
平成１５年４月１日から�
平成１５年９月３０日まで�

前中間連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１４年９月３０日まで�

期別�
科目�

営業活動による�
キャッシュ・フロー�

７０４�△５５４�

投資活動による�
キャッシュ・フロー� △４９�△３１０�

財務活動による�
キャッシュ・フロー� △４４３�２０９�

現金及び現金同等物に�
係る換算差額�

２�△２０�

現金及び現金同等物の�
増減額�

２１４�△６７５�

現金及び現金同等物の�
期首残高�

９１０�１，４２２�

現金及び現金同等物の�
中間期末残高�

１，１２５�７４６�

当中間連結会計年度�
平成１５年４月１日から�
平成１５年９月３０日まで�

前中間連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１４年９月３０日まで�

（単位：百万円）�

当中間連結会計年度�
平成１５年４月１日から�
平成１５年９月３０日まで�

前連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１５年３月３１日まで�

期別�
科目�

利益剰余金期首残高�

利 益 剰 余 金 減 少 高 �

配 当 金 �

役 員 賞 与 �

中間（当期）純利益（△損失）�
連結剰余金中間期末（期末）残高�

１１，７７８�

１３５�

１２１�

１４�

△１１４�
１１，５２８�

１１，５２８�

１００�

１００�

―�

９�

１１，４３６�
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（単位：百万円）�

個別財務諸表�

（単位：百万円）�

科目�

流 動 資 産�

現 金 ・ 預 金 �
受取手形・売掛金�
棚 卸 資 産 �
そ の 他 �

固 定 資 産�

有形固定資産�

建 物 �
機 械 装 置 �
土 地 ・ そ の 他 �

無形固定資産�

投資等�

投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
そ の 他 �
資 産 合 計�

５，６９２�

８８４�
１，６４７�
２，１１８�
１，０４２�
１３，０１７�

８，６４６�

２，５３７�
１，６８１�
４，４２７�
２１３�

４，１５７�

５８４�
１，７４３�
１，８２９�
１８，７１０�

６，６２２�

３８０�
１，９４０�
２，３９６�
１，９０５�
１３，６４２�

８，４９４�

２，４５０�
１，６３４�
４，４０９�
２２４�

４，９２３�

７６４�
１，８７８�
２，２８０�
２０，２６５�

当中間期�
（平成１５年９月３０日現在）�

前期�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�
科目�
流 動 負 債�
支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
そ の 他 �

固 定 負 債�
長 期 借 入 金 �
そ の 他 �
負 債 合 計�

２，４６５�
４２１�
３９３�
９６０�
２５９�
４３１�
６０２�
－�

６０２�
３，０６７�

３，９５７�
４０９�
４３４�
１，２８０�
２６５�
１，５６７�
６０２�
－�

６０２�
４，５５９�

当中間期�
（平成１５年９月３０日現在）�

前期�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�

科目�

営 業 収 益 �
営 業 費 用 �
営 業 利 益 �

営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用 �
経 常 利 益 �

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �
税引前中間利益（△損失）�

法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
中間利益（△損失）�

前 期 繰 越 利 益 �
中間未処分利益（△損失）�

期別� 当中間期�
平成１５年４月１日から�
平成１５年９月３０日まで�

前中間期�
平成１４年４月１日から�
平成１４年９月３０日まで�

九　州�
５２単元�

０．５３％（１８名）�

中　国�
８５単元�

０．８６％（２８名）�

四　国�
７，７９０単元�

７９．０２％（３９０名）�

近　畿�
５５６単元�

５．６４％（１４７名）� 海　外�
４６２単元�

４．６９％（５名）�

中　部�
２２５単元�

２．２８％（９９名）�

関　東�
６７２単元�

６．８２％（１１７名）�

東　北�
１４単元�

０．１４％（７名）�

北海道�
２単元�

０．０２％（１名）�

資　本　金�
資本剰余金�
利益剰余金�
［うち中間（当期）利益］�
評価差額金�
自 己 株 式�
資 本 合 計�
負債・資本合計�

２，１２１�
１，８６５�
１１，５４４�

２�
１１４�
△３�

１５，６４２�
１８，７１０�

２，１２１�
１，８６５�
１１，５００�

５６�
２２２�
△４�

１５，７０５�
２０，２６５�

５，６６８�
５，６３７�
３１�
９７�
５８�
７０�
―�
３７０�
△２９９�
２�

△１２５�
△１７５�
２６�

△１４８�

５，８１３�
５，７６３�
５０�
１０１�
５５�
９６�
６�
５�
９６�
１０２�
△６２�
５６�
５３�
１１０�

［   ］�［ ］�
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（１単元＝千株）�



保有自己株式数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５千株�

第５０回定時株主総会決議による取得 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ―�

単元未満株の買取による取得 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５千株�

株　主　名�

南 海 興 産 株 式 会 社 �

財 団 法 人 南 海 育 英 会 �

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 �

メロンバンク　トリーティー　クライアンツ　オムニバス�

丸 山 　 修 �

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 �

南 海 プライウッド 従 業 員 持 株 会 �

北 中 照 夫 �

株 式 会 社 百 十 四 ディーシ ー カ ード�

武 政 俊 明 �

（平成15年9月30日現在）�

代表取締役社長�

代表取締役専務�

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取締役相談役�

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

丸 山 　 徹 �
山 口 時 弘 �
嶋 内 幸 秀 �
田 井 雅 士 �
植 田 幹 夫 �
丸 山 　 修 �
立 花 俊 憲 �
小 紅 正 晴 �

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

濱 野 　 勝 �
藤 村 岳 志 �
正 箱 孝 史 �
丸 山 　 宏 �
高 松 幸 雄 �
水 野 　 正 �
大 川 俊 徳 �
岩 部 達 雄 �

（平成15年9月30日現在）�

（平成15年9月30日現在）�

区分� 従業員数� 前期末比増減� 平均年齢� 平均勤続年数�

男�

女�

合計�

９．６年�

１０．３年�

１０．０年�

３５．１歳�

３８．２歳�

３６．２歳�

３名増�

３名増�

６名増�

２２４名�

１３０名�

３５４名�

株主メモ�

従業員の状況�

役　員�

持　株　数� 議決権比率�

３，０９３千株�

１，５８８　　�

４９１　　�

３７４　　�

３４４　　�

２４３　　�

１６０　　�

１３０　　�

１２８　　�

７９　　�

３１．４４％�

１６．１４　�

４．９９　�

３．８０　�

３．４９　�

２．４７　�

１．６２　�

１．３２　�

１．３０　�

０．８０　�

会社が発行する株式の総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０，０００，０００株�

発行済株式総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０，０９５，８００株�

株主総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８８７名（前期末比８名減）�

ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。�

１００単元以上�
６，５５１単元�
６６．４５％（９名）�

金融機関�
９１２単元�

９．２５％（７名）�

証券会社�
１７単元�

０．１７％（４名）�

その他国内法人�
５，４３８単元�

５５．１６％（７９名）�外国人等�
４６２単元�

４．６９％（５名）�

個人その他�
３，０２９単元�

３０．７３％（７１７名）�
１０単元以上�
１，６５８単元�

１６．８２％（６１名）�

１単元以上�
１，６４９単元�

１６．７３％（７４２名）�
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決 算 期 �

定時株主総会�

名義書換代理人�

名義書換取扱場所�

�

�

�

�

�

�

�

同 取 次 所 �

上場証券取引所�

�

公 告 の 方 法 �

3月31日�

6月下旬�

株式会社だいこう証券ビジネス�

〒541-8583�

大阪市中央区北浜二丁目4番6号�

株式会社だいこう証券ビジネス　本社証券代行部�

株式事務各種問合せ�

・フリーコール電話番号　0120-255-100�

株式関係手続用紙請求先�

・フリーコール電話番号　0120-351-465�

インターネットホームページ　http://www.daiko-sb.co.jp�

株式会社だいこう証券ビジネス　各支社�

株式会社大阪証券取引所　市場第二部�

（証券コード　7887）�

日本経済新聞に掲載いたします。�

ただし、商法特例法第16条第3項に定める�

貸借対照表及び損益計算書にかかる情報は、

http://www.nankaiplywood.co.jp/kai/kej/k-top.htm�

において提供しております。�
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株主の皆様へ�

平成15年4月1日～平成15年9月30日�

安
全
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安全安心な素材と�
　　ライフスタイルの調和―――快適Life


